広島市まちの美化に関する里親制度実施要綱

　（趣旨）

第１条　この要綱は、国際平和文化都市にふさわしいごみのない快適なまちづくりを推進するため、市民又は事業者のボランティアによる美化活動を支援する広島市まちの美化に関する里親制度（以下「里親制度」という。）の実施に関し必要な事項を定めるものとする。

　（区域の指定）

第２条　市長は、里親制度の趣旨にふさわしい道路等の公共施設を、里親制度の指定区域（以下「指定区域」という。）とし、別表に掲げるものとする。

　（参加申込み）

第３条　里親制度に参加しようとする団体は、別に定めるところにより、里親制度参加申込書（以下「申込書」という。）を市長に提出するものとする。

（里親制度参加者の認定）

第４条　市長は、申込書が提出された場合においては、その内容を審査し、次の各号のいずれにも該当する場合には、里親制度参加者として認定する。

　(1)　市民又は事業者が行おうとする清掃及び啓発活動等（以下「清掃活動等」という。）が営利目的で行われるものでないこと

(2) 清掃活動等が１年以上継続できるものであること

(3)　清掃活動等が第２条の規定に該当するものであること

　(4)　清掃活動等が第６条第３項及び第４項の規定に該当するものであること

（覚書の締結）

第５条　市長は,前条の規定により里親制度参加者として認定した団体（以下「参加者」という。）と次の各号に掲げる事項について、広島市まちの美化に関する里親制度覚書（以下｢覚書｣という。）を締結するものとする。

　(1)　清掃活動等を実施する区域

　(2)　清掃活動等を開始する日

　(3)　清掃活動等の内容

　(4)　本市の支援の内容

(5) 回収したごみの処理方法

　（里親活動等）　

第６条　参加者は、覚書の締結後速やかに活動予定表を作成し、市長に提出するものとする。

２　参加者は、翌年度以降引き続き、覚書に掲げる清掃活動等（以下「里親活動」という。）を行う場合には、毎年３月３１日までに、翌年度の活動予定表を市長に提出するものとする。

３　参加者は、里親活動のうち清掃活動については月２回程度、啓発活動については年２回程度行い、清掃活動に合わせて巡回活動を行うものとする。ただし、気象条件その他参加者の責に帰さない事由により活動が困難な場合は、この限りではない。

４　参加者は、里親活動のうち清掃活動を行う場合は、道路等の延長については原則概ね100ｍ程度を基準とし、その他これにより難い場合についてはその形状等を考慮するものとする。

５　参加者は、第１項の活動予定表を変更しようとする場合は、あらかじめ市長に報告するものとする。

６　参加者は、第１項の活動予定表の実施状況を、毎年度３月３１日までに、別に定めるところにより、里親活動報告書を市長に提出するものとする。　

７　参加者は、里親活動を終了する場合は、別に定めるところにより、里親活動終了届書を市長に提出するものとする。

　（ごみの処理）

第７条　参加者は、覚書の定めるところにより、里親活動によって回収したごみを処理するものとする。

　　

　（参加者への市の支援）　

第８条　市長は、参加者の里親活動に対して、次の各号に掲げる支援を行うことができる。

　(1)　回収したごみの処理

　(2)　広島市市民活動保険の報告・手続き等
　(3)　ごみ袋等清掃道具の支給又は貸与

　(4)　その他参加者の活動に必要と認められる物資等の支給又は貸与

　（サインボードの設置及び撤去）

第９条　市長は、参加者が希望する場合には、里親活動を実施する区域内に参加者の名称等を表示するサインボード（以下「サインボード」という。）を設置することができる。
２　市長は、前項のサインボードが次の各号のいずれかに該当する場合には設置することができない。

　(1)　都市の景観を損ねると判断される場合

(2) 設置する土地の管理者の承諾が得られない場合
３　市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、第１項の規定により設置されたサインボードを撤去することができる。

　(1)　参加者が里親活動を終了した場合

　(2)　市長がサインボードの撤去が必要と判断した場合
　(3)　参加者が当該事業の趣旨、又は道路法等の関係法令に反する行為等を行ったと認められる場合。なお、その際に発生するサインボード撤去費用等は、参加者が負担するものとする。

　（委任規定）

第１０条　この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、環境局長が定める。

　　　附　則

　この要綱は、平成１６年３月１日から施行する。

　　　附　則

　この要綱は、平成２６年１０月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、平成２８年１２月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、令和元年５月１日から施行する。

　

